
 

 

平成 27 年８月 24 日 

各     位 

名古屋市昭和区鶴舞二丁目 17 番 17 号 

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役  榊 原  暢 宏 

(コード番号：2453 東証・名証 第一部) 

問合せ先 

執 行 役 員 管 理 部 長  葛 川  遼 佳 

電話番号：052-883-0850 

 

連結子会社（ネット 110 番株式会社・株式会社プレコムジャパン）間の合併及び商号変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるネット 110 番株式会社

（以下、「ネット 110 番」といいます。）と当社の連結子会社である株式会社プレコムジャ

パン（以下、「プレコムジャパン」といいます。）を合併することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、当社連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

おります。 

 

記 

 

１．合併の目的 

当社は、平成 25 年 12 月にネット 110 番の株式を取得し、当社の連結子会社とした後、

平成 27 年４月にプレコムジャパンの株式を取得し、当社の連結子会社としました。 

インターネット回線の取次事業を展開している当社連結子会社２社を合併し、存続会社

が通信キャリア等との手数料交渉を有利に進めることにより、インターネット回線の取次

事業の業界内における当社グループの優位性を高め、収益力の向上を図るためのものであ

ります。 

また、両社の経理業務等を一本化することで、子会社における業務の効率化を図るとと

もに、当社が平成 27 年６月 22 日に提出した改善報告書の訂正版に記載した「子会社の管

理体制の見直し」においても、必ずしも２つの子会社として並存させる必要がない子会社

を整理し、企業価値向上のために必要不可欠な子会社に当社の人的リソースを集中して投

入することで、子会社の管理体制の強化につながるものと考えております。 

 

 

 

 

 



２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

①当社取締役会決議日 平成 27 年８月 24 日 

②連結子会社の取締役会決議日 平成 27 年８月 24 日 

③連結子会社間の合併契約締結日 平成 27 年８月 24 日 

④連結子会社の臨時株主総会決議日 平成 27 年９月 14 日 

⑤合併期日（効力発生日） 平成 27 年 10 月１日（予定） 

 

（２）合併方式 

ネット 110 番を存続会社とする吸収合併方式であり、プレコムジャパンは効力発生

日に解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

 ネット 110 番 

（吸収合併存続会社） 

プレコムジャパン 

（吸収合併消滅会社） 

本合併に係る割当比率 １ 10 

（注）１．株式の割当比率 

プレコムジャパンの株式１株に対して、ネット 110 番の株式 10 株を割り当

て交付します。 

２．本合併により発行するネット 110 番の株式数 

本合併により発行するネット 110 番の新株式数は、普通株式 10,000 株であ

ります。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付き社債に関する取扱い 

ネット 110 番及びプレコムジャパンは、新株予約権及び新株予約権付き社債を発行

しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．本合併に係る割当ての内容の根拠等 

（１）割当ての内容の根拠及び理由 

合併比率は、本合併に係る割当ての公正性と妥当性を確保するため、並木公認会計

士・税理士事務所に株価算定を依頼し、その算定結果を参考に、ネット 110 番とプレ

コムジャパンとの間において、それぞれの財務状況、将来見通し等の要因を総合的に

勘案し、慎重に協議を重ねた結果、２．（３）合併に係る割当ての内容のとおり合意い

たしました。 

なお、並木公認会計士・税理士事務所は、本合併に関して、当社、ネット 110 番及

びプレコムジャパンとの間において、記載すべき重要な利害関係は有しておりません。 

 

（２）算定に関する事項 

本合併に係る合併比率を算定するにあたり、以下の理由により時価純資産価額法と

取引事例法を採用しております。 

時価純資産価額法は、対象会社の資産・負債の時価評価額に基づき算出する方法で

あり、基準日時点におけるその評価額を客観的に示すことが可能であるため、この方

法を採用するものとしました。 

取引事例法は、ネット 110 番及びプレコムジャパンの各株式に関し、算定基準日前

後において独立した第三者と当社との間に売買事例が存在することから、この方法を

採用するものとしました。 

上記手法において算定された１株当たりの株式価値の範囲率（プレコムジャパンの

普通株式１株に対して交付するネット 110 番の普通株式の割当株数）は以下のとおり

であります。 

採用手法 １株当たり株式価値 

時価純資産価額法 8.37

取引事例法 12.01

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 ネット 110 番株式会社 株式会社プレコムジャパン 

（２）所在地 名古屋市昭和区鶴舞二丁目 17番 17 号 福岡市博多区博多駅東二丁目８番 27号

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 廣瀬 聡 代表取締役 澁谷 卓典 

（４）事業内容 インターネット回線取次事業 インターネット回線取次事業 

（５）資本金 10 百万円 10 百万円 

（６）設立年月日 平成 25 年 12 月２日 平成 20 年５月 13 日 

（７）発行済株式数 10,000 株 1,000 株 

（８）決算期 ９月 30 日 ９月 30 日 

（９）大株主及び持分比率 

(平成27年８月24日現在) 

ジャパンベストレスキューシステム株式会社

株式会社リッツ

70.00％

30.00％

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 

渡辺 誠 

70.00％

30.00％

（10）直前会計年度の財政状況及び経営成績 

 平成 26 年９月期 平成25年１月期 平成26年１月期 平成 27年１月期

総資産（百万円） 126 106 138 113

純資産（百万円） 43 27 38 68

１株当たり純資産（円） 4,316.06 27,277.06 38,280.91 68,008.72

売上高（百万円） 270 376 513 462

営業利益（百万円） 52 1 24 20

経常利益（百万円） 52 3 23 31

当期純利益（百万円） 33 2 11 29

１株当たり当期純利益（円） 3,316.06 3,121.00 11,003.85 29,727.81

（注）１．ネット 110 番の平成 26 年９月期は、平成 25 年 12 月２日に設立したため、

約９ヶ月（平成 25 年 12 月２日から平成 26 年９月 30 日まで）の経営成績

を表示しております。 

２．プレコムジャパンの平成 25 年１月期は、決算期変更のため、事業年度が 10

ヶ月（平成 24 年４月１日から平成 25 年１月 31 日まで）となっております。



５．存続会社の商号変更（予定） 

消滅会社であるプレコムジャパンは、九州圏において、一定の知名度を誇っていること

から、知名度と対外的信用力を維持するため、存続会社の商号を以下のとおり変更いたし

ます。 

（１）新商号 株式会社プレコムジャパン 

（２）商号変更日 平成 27 年 10 月１日 

 

６．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

に変更はありません。 

 

７．業績に与える影響 

本合併は、平成 27 年 10 月１日を効力発生日として行うことから、平成 27 年９月期通期

の業績予想に影響はなく、当社の連結子会社間の合併であるため、平成 28 年９月期通期の

業績予想への影響は軽微であります。なお、平成 28 年９月期通期の業績予想は、平成 27

年 11 月 13 日に公表する予定であります。 

 

以  上 


